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障がい者水泳等に関するアンケート調査結果（要約） 
 

一般社団法人日本身体障がい者水泳連盟 

Japanese Para-Swimming Federation 

 

1. 調査の目的 

本調査は、一般社団法人日本身体障がい者水泳連盟の競技会に参加しいている「競技

会参加会員」及び競技者を支援する「技術支援会員」を対象に、競技会参加会員にあっ

ては「自身の練習環境や競技に対する考え方など日頃感じている障がい者スポーツに関

わる課題」などに関して、技術支援会員には「自身の活動や競技に対する考え方、日頃

感じているパラ水泳に関する課題」などの意見を聞き、今後の当連盟が実施する大会や

障がい者スポーツのトレーニング環境の改善に活用するための基礎資料とするもので

ある。 

 

2. 調査の方法 

(1) 調査対象 一般社団法人日本身体障がい者水泳連盟の 

競技会参加会員（選手）682 人及び技術支援会員 67 人 

(2) 調査方法 郵送による配布及び回収 

(3) 調査期間 2017 年 9 月 30 日から 10 月 13 日まで 

(4) 主な調査内容 

ｱ. 競技会参加会員（選手）に対して 

① 競技歴について 

② 障がい者の水泳を取り巻く練習環境について 

③ 大会への参加のことについて 

④ 東京 2020 年パラリンピックのことについて 

⑤ 当連盟のことについて 

ｲ. 技術支援会員に対して 

① 障がい者の水泳を取り巻く環境について 

② 日頃の大会への参加のことについて 

③ 東京 2020 年パラリンピックのことについて 

④ 当連盟のことについて 

 

3. 配布・回収状況 

 調査票配布数 有効配布数※1 回収数 回収率※2 

競技会参加会員 682 673 390 57.9％ 

技術支援会員 67 64 45 70.3％ 
※1 有効配布数：調査票配布数からあて先不明を除いたもの 
※2 回収率＝回数数÷有効配布数×100 
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4. アンケート調査結果の要約 

(1)「競技会参加会員（選手）」に対するアンケート結果 

◆当連盟として、このようなアンケート実施は初めてであり、パラ全体の競技団体を通

してもこのような調査結果は見当たらず、貴重な資料である。 

◆回収率が 57.9％と多く、連盟への帰属意識や関心が高い。 

◆回答者の属性では 20 歳未満の回答が 20.0％と多く、20 代の 13.1％を足すと 33.1％

と若い世代の関心が高い。 

◆障がいの種類では、肢体不自由が多く約 7 割を占める。その中でも機能障がいが 

27.9％と多い。また障がいの「重い軽い」を表すクラスは、７・８・９といった比較的

軽い障がいが約 7 割となっている。 

◆受傷時期については、中途障がい者が 58.7％と多く、また 20歳未満が 41.9％と多い。 

◆水泳を始めたきっかけでは、リハビリや家族の勧めで 62.5％を占め、学校の授業やク

ラブ活動は 15.6％と比較的少ない。 

◆水泳を始めるのに影響を受けた人物では、友人や知人が 32.1％と多く、その次に監

督・コーチ 25.6％、父母・兄弟 19.5％となっており、先生など学校関係者は 7.4％と少

ない。 

◆パラリンピックを目指す理由も尋ねたところ、「可能性を試したい」、「目標をもって

頑張れる」、「競技者としてトップを目指す」などポジティブな考えが多い。 

◆選手の練習環境では公共のプールを利用している選手が 59.2％と多く、次いで障がい

者スポーツセンター41.3％となっている。また、練習環境では、満足している人は 34.6％

である。何らかの不満を持っている選手も多く、練習場所がない 55.0％、あっても施設

が使いにくい 36.0％、指導者がいない 35.1％などの課題を抱えている。施設の不満で

は「バリアフリーの問題」、「公共プールではパドルなどの用具が使えない」、「専門性を

もった指導者がいない」という様子が伺える。 

◆選手の練習回数などでは、半数以上が練習回数を増やすことを望んでいるが、現状は

週に 1～2 回にとどまっている。その理由は、「送迎の確保が難しい」、「仕事や学業との

両立」などとなっている。また、練習プールの確保について何等かの苦労があったとす

る選手は約半数に上る。特に、障がい別では「脊髄損傷、視覚障がい」に苦労の度合い

が高く、競技を目指す選手では、6 割弱の選手がプールの確保に苦労したと回答してお

り、アスリートを目指す選手の練習環境が整っていないことがわかる。 

◆練習プールの確保の際に障がい者への差別や偏見があったと思うかとの問いには、

44.0％が差別や偏見を感じている反面、52.4％の選手は「見慣れないものへの興味や心

配」、「公共プールでの一般の利用者理解の難しさ」と言った他の理由を上げている。 

◆競技大会への参加について、当連盟主催・共催大会以外の一般大会への参加について、

参加したことがあると回答した選手は 51.5％となっており、マスターズ大会をあげる選

手が多い。これは、受け入れ側のマスターズ大会が障がい者も参加できる大会としてい

ることの理由が大きい。一方、一般大会が参加できる制度になっていないという理由を

挙げる選手も多く、障がい者の参加が認められていないことに対して、「競技を目指す
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障がい者には参加できるようにすべき」、「障がい者も参加できるようにすべき」とする

選手は 82.1％に上る。実態として県民大会・市民大会と言っても競技を目指す選手を受

け入れているところは少なく、競技ルールが異なるとして、出ても失格にされた経験を

持つ選手もいる。 

＊豪州等では、競技規則をＦＩＮＡ規則とＷＰＳ（世界パラ水泳連盟）規則の両方の規則適用

として、競技を目指す障がい者を受け入れている。 

◆東京 2020 年パラリンピックへの関わりについて、大会への参加希望を聞いたところ、

選手として参加したいが 40.8％、次にテレビなどで応援参加 21.3％、観客として参加

16.4％、ボランティアとして参加 9.2％となっている。 

◆東京 2020 年パラリンピックのレガシーとして共生社会の実現については、実現には

時間がかかるとした選手は 54.6％に上っている。 

◆東京 2020 年パラリンピック終了後の当連盟存続への危機感については、会員として

の登録料を増額してでも、存続を望む声が大きい。 

◆自由意見欄については様々な意見や提案をいただいた。幼少期からの学校におけるプ

ログラムや全国中学校大会やインターハイなどに、障がい者も出場できることが必要と

する声もあった。 

 

(2)選手アンケート調査の中から将来のアスリート発掘する参考として、学校との関係の部

分をクロス集計から分析 

①「学校の授業やクラブ活動」が「水泳を始めたきっかけ」となっているのかを「性別」

「年齢」「障害クラス」「障害区分」「受傷・発症区分」別に把握したところ 

◆男女別では、男子の方が 17.5％。女子 12.5％に比して多くなっている。 

◆年齢別では、30 代 24.1％、20 歳未満 21.8％、20 代 19.6％となっている。 

◆障がいの重い軽いを表す障がい別やクラス別では、視覚障がい者 45.2％、聴覚障がい

者 38.5％と多く、肢体不自由では７～１０、２１の軽い障がいの選手が 2 割強と多く、

障がい別では、脊髄損傷者 6.3％、機能障がい 7.3％と少なくなっている。この結果から

は、主に車いす選手について、学校におけるスポーツへのきっかけづくりが弱いと考え

られる。また、視覚障がい者や聴覚障害者は特別支援学校との関係性が大きいと考えら

れる。 

◆受傷・発症区分では、先天性の障がいが 21.1％と中途障がい 11.8％よりも学校での

きっかけが多くなっている。 

 

②「先生などの学校関係者」が「水泳を始めるにあたって影響を受けた人物」となって

いるのかを「性別」「年齢」「障害クラス」「障害区分」「受傷・発症区分」別に把握し

たところ 

◆男女別では、男子の方が 8.8％、女子 5.2％と男子が多くなっている。 

◆年齢別では、30 代 14.8％、20 代 11.8％、20 歳未満 10.3％となっている。 

◆障がい別では視覚障がい者が 14.3％と多く、次いで脳性マヒが 13.0％となっている。 
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◆受傷・発症区分では、先天性障がいが 11.2％と中途障がい 5.2％よりも多くなってい

る。 

◆以上のことからは、特別支援学校で水泳競技を知る特定の先生による影響を受けた可

能性が高いと考えられる。 

③「学生・大学院生」と回答した人について、「水泳を始めたきっかけ」「水泳を始める

にあたって影響を受けた人物」「水泳の目的」を把握する。 

◆「学生・大学院生」が水泳を始めたきっかけは、「家族のすすめで」が最も多く 49.4％

であった。次いで「リハビリで始めた」（26.5％）、「学校の授業やクラブ活動で」（24.1％）

となっている。 

◆「学生・大学院生」が水泳を始めるにあたって影響を受けた人物は、「父母・兄弟な

ど」が最も多く 39.8％であった。次いで「監督やコーチ」、「トップアスリート」（とも

に 21.7％）、「8.友人や知人」（20.5％）となっている。 

◆「学生・大学院生」の水泳の目的は、「主にパラリンピックなどの競技を目指したい」

が最も多く 72.3％であった。次いで「主に健康維持」（13.4％）、「リハビリの手段とし

て」（20.5％）となっている。 

 

(3)「技術支援会員」に対するアンケート結果 

◆当連盟として、このようなアンケート実施は初めてであり、パラ全体の競技団体を

通してもこのような調査結果は見当たらず、貴重な資料である。 

◆回収率が 70.3％と多く、連盟への帰属意識や関心が高い。 

◆回答者の属性では、男性が 64.4％と多く、居住地は近畿が 33.3％と多く、ついで九

州 20.0％、関東 17.8％となっている。職業は理学療法士等医療関係専門職員が 33.3％

を占め、水泳指導コーチ・指導者を職業にしているものは 13.3％と少ない。所持してい

る資格では、障がい者指導者資格が 71.1％と多く、ついで（公財）日本水泳連盟競技役

員・指導員資格 57.8％となっている。 

◆当連盟の会員になった動機では、「障がい者水泳への寄与」が 68.9％であった。その

他「自分の仕事と関連するから」33.3％、「自分の知識・技術を役立てたい」28.9％と

いうことであった。水泳以外の他の活動では何もしていない人が 33.3％で、行ってい

る人では日本水泳連盟の活動を挙げる人が 28.9％と多い。 

◆当連盟の活動では、大会運営や研修、クラス分け業務、強化コーチなどを挙げる人が

多く、活動頻度はときどきなら可能とする人が多い。また、活動場所などの範囲では、

日本国内では活動可能であるが、海外までの活動は難しいとする傾向となっている。あ

くまでもボランティアベースでの活動であることが分かる。 

◆大会運営に参加している役割では、クラス分けや障がい泳法が多く、活動の満足度で

は、82.3％と満足度は高い。不満足と回答した人の理由としては、「ルールの変更、評

価方法の変更が多い」、「地域大会との情報共有に課題」、「業務が多くボランティアの範

囲を超えている」という内容であった。 
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◆東京 2020 年パラリンピックへの参加については、「競技役員として参加したい」

46.7％が最も多く、次いで「選手強化役員・コーチとして参加したい」が 28.9％とな

っている。そのための研修も受講するとの回答が多い。 

◆障がい者スイマーがおかれている環境について、どのように感じているかというと、

練習プールの確保に障がいを理由とする差別や偏見があると感じている人が多く、少し

はあるとした人も含めると 86.7％に上る。具体的な内容では、「健常者と違うサポート

が必要、あるいは指導上の安全を保証できないため、入会を断られた」、「障がいを理由

に選手コースへの入会を断られた」、「古い施設で段差があるため車イスでの練習が困難」

などハード面、ソフト面も含めて苦労している様子がうかがえる。選手アンケートより

も支援者の方が差別や偏見を感じていることがうかがわれ、ボランティアであってもか

かわりをもつ責任感からくるものと思われる。 

◆アスリートではなく、リハビリや健康維持に取り組む障がい者スイマーやレクリエー

ションとして取り組むスイマーの環境改善では、民間スポーツクラブでの受け入れや障

がい者スポーツセンターの増加や拡充を挙げる人が多く、そのための研修制度の確立が

必要とする人が多い。 

◆パラ水泳アスリートを目指して取り組むスイマーの練習環境については、民間スポー

ツクラブでの受け入れ、指導者のための研修制度の確立が必要とする人が圧倒的に多い。 

◆健常者大会への参加について、参加しているのを見たことがあるが人多く、マスタ

ーズ大会や様々な大会を挙げている。見たことがないと回答をした人に、参加してい

ない理由は何かと聞いたところ、「そもそも障がい者が参加できる制度になっていない

から」が 58.3％と最も多く、制度の改善を望む声が多い。 

◆東京2020年パラリンピックの開催の意義やレガシーとしての共生社会の実現につい

ては「実現には時間がかかる」が 71.1％となっており、「やや実現可能と思う」は 13.3％、

「実現可能と思う」は 11.1％であった。 

◆2020 年以降厳しくなる財政について、会費の値上げについての問いに対しては、現

状 4 年間で 8000 円を「10,000 円以上 12,000 円未満」なら可能が 51.1％と最も多かっ

た。 

◆その他自由意見も多く寄せられ、「予防医学の発展や少子化の影響で、日本障がい者

水泳連盟の会員数も少なくなっていると思われます。単独での運営が難しくなるでしょ

うから、日本水泳連盟と一体となり、運営するしか道はないのかなと思います」、「選手

が出場できる健常者との大会を増やして競技力を高めていけて、理解が得られる場を作

ってほしい」、「障がいがあっても泳げることを知らない障がい者もいます。もっと幅広

く参加でき、気軽に楽しめる機会や場所を提供することが普及につながると感じます」

などがある。 
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この事業は、⽇本財団パラ
リンピックサポートセンターによ
る助成⾦を充当して作成さ
れました。 


